
【同一労働同一賃金】 
 

不合理な待遇差 
の解消等について 

山梨労働局 雇用環境・均等室 



P6 

①②が同じなら 
待遇も同じでなければならない 

①②が違うなら ③も考慮して 
不合理な差があってないけない 
（違いに応じた合理的な差はOK） 

不合理な待遇差解消の考え方  ～ 均等待遇と均衡待遇 ～  



比較する労働者の考え方   

取組対象 
労働者 

パートタイム・有期雇
用労働法の対象となる
労働者のことを指し、
短時間労働者及び有期
雇用労働者が該当しま
す。 

比較対象 
労働者 

不合理な待遇差の有無
を検証するために取組
対象労働者と比較する
通常の労働者（いわゆ
る「正規型」の労働者
及び事業主と期間の定
めのない労働契約を締
結しているフルタイム
労働者）が該当します。 

比較対象労働者 

取組対象労働者 

P4、7 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ ３つの考慮要素 ～  P20 

① 

② 

③ 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素① ～  P20 

① 

①職務の内容 ＝ a.業務の内容 ＋  b.当該業務に伴う責任の程度 
 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素①a「業務の内容」 ～  P20 

a.業務の内容 ＝ 職種 ＋ 中核的業務 

※ 厚生労働省版「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」から引用 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素①ｂ「当該業務に伴う責任の程度」 ～  

P20 

「著しくは異ならない」 
ならば 

「同じ」と判断する 



考慮要素①「職務の内容」が同じか否かの判断手順 P31 

「職種」、「中核的業務」、「責任の程度」のいずれか１つでも異なれば 
「職務の内容」は異なる （法第８条「均衡待遇」に適合させる必要あり） 

「
職
務
の
内
容
」
が
同
じ
に
な
っ
た
な
ら
ば 

 
法
第
８
条
、
第
９
条
の
い
ず
れ
に
適
合
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
か
は 

「
職
務
の
内
容
・
配
置
の
変
更
の
範
囲
」
で
判
断 

考慮要素①a. 考慮要素①a. 考慮要素①b. 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素② ～  P20 

① 

② 

③ 



考慮要素②「職務の内容・配置の変更の範囲」が同じか否かの判断手順 P32 

「
職
務
の
内
容
」
も
同
じ
で
あ
れ
ば 

 
法
第
９
条
に
適
合
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
（
均
等
待
遇
） 

 いずれかが一方のみか１つでも異なれば「職務の内容・配置の変更の範囲」は 
 異なる  （法第８条「均衡待遇」に適合させる必要あり） 



不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素③ ～  P20 

① 

② 

③ 

均衡待遇の合理性を判断する際には、 
 
考慮要素①②だけでなく 
考慮要素③「その他の事情」も検討する
事由に加えます。 
 
 



P20 

P15 

不合理な待遇差を判断する際の枠組み  ～ 考慮要素③ ～  



P21 不合理な待遇差を判断する際の枠組み 
～ 考慮要素③ ～ 
 
【裁判例】 
 定年後に継続雇用された 
 有期労働者の取扱い 



「職務の内容」 
「職務の内容・配置の変

更の範囲」 
の同一性の判断例 



P33 
例
１
～
３
は 

考
慮
要
素
①
「
職
務
の
内
容
」
に
つ
い
て 

ａ
．
業
務
の
内
容
（
中
核
的
業
務
） 

ｂ
．
当
該
業
務
に
伴
う
責
任
の
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度 

い
ず
れ
か
が
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な
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例
４
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異
な
る
の
は 

勤
務
す
る
施
設
の
み 

【
考
慮
要
素
①
】 



P34 

考慮要素①「職務の内容」は同じだが 
 
考慮要素②「職務の内容・配置の変更の範囲」について 
 例５は 転勤の範囲 が異なる 
 例６は 職務の内容・配置の変更の範囲 が異なる 

同 

同 

異 

異 

【
考
慮
要
素
②
】 



不合理な待遇差の 
点検・検討の 
基本手順 

 
～ 【均衡待遇】への対応 ～ 



① ② ③ 

P39 

※ どれにも該当しないならば、その「性質・目的」では不合理 

※ 客観的に「不合理でない」といえる必要があり、「その他の事情」 
  を根拠とする場合には慎重に判断を 



P46 

本社採用は全額支給、
地元採用は上限ありと
していても、直ちに問
題とはならない事例も
ある。 

（「同一労働同一賃金ガイドライン」（平成30年厚生労働省告示第430号）より） 



裁判例が示す「不合理な待遇差」と「不合理でない待遇差」 

裁判例１ 
平成30年6月1日 最高裁判所第二小法廷判決 
（平成28年（受）第2099号、第2100号 
 未払賃金等支払請求事件） 

 運送会社で働く契約社員（有期雇用労
働者）のドライバーが、職務の内容が同
一である正社員（通常の労働者）のドラ
イバーとの間に待遇差を設けるのは無効
であると訴えました。 
 その結果、６つの手当について、正社
員との間に待遇差を設けることは「不合
理」あるいは「不合理ではない」と判断
されました。 

■ ポイント 
 
①「職務の内容」は同じ 
②「職務の内容・配置の変更の範囲」は異なる 
 
上記考慮要素の同異が待遇差の根拠として合理性があ
るか否かで判断されている 

P47 



裁判例が示す「不合理な待遇差」と「不合理でない待遇差」 

裁判例２ 
平成30年6月1日 最高裁判所第二小法廷判決 
（平成29年（受）第442号 
 地位確認等請求事件） 

 運送会社で働く、定年後に再雇用され
た嘱託社員（有期雇用労働者）の乗務員
が、職務の内容が同一である正社員（通
常の労働者）の乗務員との間に待遇差を
設けるのは無効であると訴えました。 
 その結果、基本給（※スライド13参
照）及び６つの手当について、正社員と
の間に待遇差を設けることが「不合理」
あるいは「不合理ではない」と判断され
ました。 

■ ポイント 
 
 
定年後再雇用の条件を考慮要素③「その他の事情」と
して合理性があるか否かで判断されている 

P48 



賃金以外（福利厚生、教育訓練等）の待遇 

同一労働同一賃金ガイドラインでは、賃金以外の条件についても不合理な待遇差の解消が求められています。 

※ 厚生労働省版「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」から引用 



賃金以外（福利厚生、教育訓練等）の待遇 

同一労働同一賃金ガイドラインでは、賃金以外の条件についても不合理な待遇差の解消が求められています。 

※ 厚生労働省版「パートタイム・有期雇用労働法のあらまし」から引用 



まずは、手順４まではお早めに取り組むことをお勧めします。 

手順６ 
改善の必要がある場合は、労働者の意見も聴取しつつ、パートタイム・有期雇用労働法の施行までに、計画

的に取り組みましょう。 

 

手順５ 

短時間労働者・有期雇用労働者と、正社員との待遇の違いが、「不合理ではない」とは言いがたい場合は、改

善に向けて検討を始めましょう。 

また、「不合理ではない」と言える場合であっても、より望ましい雇用管理に向けて改善の必要はないか検討

することもよいでしょう。 

 

「法違反」が疑われる状況から

の早期の脱却を目指しましょう 

改善計画を立てて取り組みましょう 

手順４ 

手順２と３で、待遇に違いが 

あった場合、その違いが 

「不合理ではない」ことを説明 

できるように整理しておきましょう 

事業主は、労働者の待遇の内容・待遇の決定に際して考慮した事項、正社員との待遇差の内容や 

その理由について、労働者から説明を求められた場合には説明することが義務付けられます。 

短時間労働者・有期雇用労働者の社員タイプごとに、正社員との待遇に違いがある場合、その違いが「不合

理ではない」と説明できるよう、整理しましょう。 

労働者に説明する内容をあらかじめ文書に記してまとめておくと便利です。 

手順３ 

手順１ 

手順２ 

労働者の雇用形態を確認しましょう 法の対象となる労働者の有無をチェックします。社内で、短時間労働者や有期雇用労働者は雇用してますか？ 

短時間労働者・有期雇用労働者の区分ごとに、賃金（賞与・手当を含む）や福利厚生などの待遇について、正

社員と取扱いの違いがあるかどうか確認しましょう。書き出して、整理してみるとわかりやすいでしょう。 
 

 
待遇の状況を確認しましょう 

待遇に違いがある場合、違いを設

けている理由を確認しましょう 

 
 

単に「パートだから」「将来の役割期待が異なるため」という主観的・抽象的理由では、待遇の違いについての説明にはなりません。 

短時間労働者・有期雇用労働者と正社員とでは、働き方や役割などが異なるのであれば、それに応じて賃金

（賞与・手当を含む）や福利厚生などの待遇が異なることはあり得ます。 

そこで、待遇の違いは、働き方や役割などの違いに見合った、「不合理ではない」ものと言えるか確認します。な

ぜ、待遇の違いを設けているのか、それぞれの待遇ごとに改めて考え方を整理してみましょう。 

同一労働同一賃金への対応に向けての具体的な取組手順 

手順番号     手  順                        解    説   





御  清  聴 
あ り が と う 
ございました 

山梨労働局 雇用環境・均等室 


